
H25-No.20

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

20 　観光施設等の総合的エコ化促進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（３）－ア

地球温暖化防止対策の推進

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－10－（１）

事業内容
  沖縄の観光資源でもある自然環境を保全しながら、観光振興を図るため、観光関連事業者が行う総合的・複合的な環境対策に対する補助を行
う。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　環境部　環境政策課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 28

(c)増減額(b-a) ▲ 72,144 － ▲ 77,010

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 188,053 － 130,560

(b)予算現額 115,909

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－ 53,550

－ － －

Ａ．計(b+d) 115,909 － 53,550

(d)繰越額

うち交付金充当額 87,818 － 40,533

Ｂ．執行済額 109,773 － 50,667

執行率（％）(B/A) 94.7% － 94.6%

Ｃ．次年度繰越額 0 － 0

予算の状況の説明

・予算額は観光関連事業者が行う環境対策に対する補助金等の経費を計上したところであり、平成24年度に比べ約
57,000千円減額となっているのは、平和祈念公園スマートパーク化事業（平成24年度単年度事業）が終了したことによる。
・補助金申請額が当初見込みを下回ったことにより不用額が発生したため、２月議会において減額補正を行った。
・補助金及び委託料の精算により不用額（約2,800千円）が発生した。

活動目標　　
（指標）　　　　　
及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

ホテル・旅館に対する省エネ設備等の導入
支援件数

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 15件 15件

実　績 ８件 ６件

達
成
状
況
説
明

　昨年度は本事業の周知不足が課題とされたため、「民生業務部門における省エネ対策等導入促進事業」の他、OCVB等の各種観光団
体や電気設備関係団体等を通して本事業の周知を行った。
　その結果、ホテル６件に対して補助金を交付し、省エネ設備等の導入支援を行ったが、当初の活動目標15件を達成することができな
かった。これは、補助事業の事業期間設定の短さが主な理由と考えている。

成果目標　　
（指標）　　　　　
及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（20年度）
24年度 25年度 26年度

平和祈念公園関連
①循環電動バス導入件数
②太陽光発電設備の導入量
③電気自動車充電器の設置

目　標
①２台　②10kW

③充電器を設置する
－

実　績
①２台　②10kW

③充電器を設置した
－

目標値
（32年度）

事業実施による温室効果ガスの年間削減
見込量(t-CO2)

目　標 － 1164.6t 2150t －

実　績 － 1164.6t 552t －

【参考指標】
民生業務部門における二酸化炭素排出量

目　標 － － －

進
捗
状
況
説
明

　ホテルに対する省エネ設備等の導入支援により、平成24年度と平成25年度合わせ、年あたり温室効果ガス(CO2)排出量1716tを削減し
た。これにより、沖縄県地球温暖化対策実行計画においてH33までにホテル・旅館が達成すべき目標として定められているCO2削減量
10,400tのうち17%を達成したことから、持続可能なエコリゾートアイランドの実現に寄与した。

270万t-CO2

実　績 303万t-CO2 － － －



H25-No.20

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・補助金説明会には63社が参加したことから、補助金の周知は一定程度され
ているものと考えられるが、補助金申請は７件にとどまった。
・活動実績及び成果実績ともに目標と乖離があったことから「未達成」と評価
する。
・補助金説明会に参加したホテルを対象に、補助金申請しなかった理由につ
いて聞き取りを行ったところ、補助事業の事業期間設定の短さが挙げられ
た。

　今年度は技術的支援委託業務の委託事業者決定に時間を要したことから、
国等の補助事業では事業期間は通常５ヶ月程度のところ、３ヶ月と比較的短
期間に設定したため、施工可能な事業者が限られた。申請件数を増やすため
には、事業期間を長くとる必要がある。

153,628 50,667 40,533 10,134 0 0

今後の取り組み方針

　委託事業者の決定を速やかに行い、事業期間を５ヶ月程度確保する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象　　　

事業費
交付対象外

経費
うち交付金

充当額
うち県負担金

うち市町村
負担金

その他

102,961

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は一般競争入札により選定したことから、妥当
であったと考えている。
○予算規模・費目・使途については事業目的達成の観点か
ら必要なものなのか等について額の確定時等において支出
等に関する書類により確認したところ、適正であった。
○本事業は改修費用の2/3を事業者が負担するものであり、
妥当である。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

沖縄県

交付対象
事業費

50,667千円 補助金
45,781千円

（株）エスコ
4,886千円

観光施設等の総合的エコ化促進事業
補助金交付事務支援業務

(株)富士開発（ホテルグランビューガーデン沖縄）
1,587千円

(株)富士開発（ホテルグランビューガーデン石垣）

15,000千円

(株)富士開発（ホテルグランビュー沖縄）
1,334千円

（株）りゅうせき 14,000千円

エイ・エイ・ピー・シー・ジャパン（株） 1,260千円
（株）ティオーエイチ 12,600千円

省エネ設備等の
導入に係る経費
の補助

交付対象外経費
102,961千円

委託料
4,886千円



H25-No.121

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

121 スマートエネルギーアイランド基盤構築事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（３）－イ

クリーンエネルギーの推進

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ-11-(3)

事業内容

　島しょ型スマートグリッドモデル地域の形成を目指すため、再生可能エネルギー導入に伴う系統安定化対策技術等の実証実験や、ＥＶバス・省
エネ住宅等の普及促進を図る。
　平成25年度は、分散型店舗における消費電力のエネルギーマネジメントシステムの実証や大規模な太陽光発電設備による出力データ取得と
系統安定化対策の実証、亜熱帯型省エネ住宅ガイドラインの作成と実証住宅によるデータ収集及び改造ＥＶバスの運用実証を実施する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

商工労働部産業政策課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 26

(c)増減額(b-a) 0 0 0

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 1,093,949 156,007 2,112,662

(b)予算現額 1,093,949

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

156,007 2,112,662

－ － －

Ａ．計(b+d) 1,093,949 156,007                   2,112,662

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 918,468 54,258 1,678,057

Ｂ．執行済額 1,080,262 67,823 2,097,572

執行率（％）(B/A) 98.7% 43.5% 99.3%

Ｃ．次年度繰越額 － － 0

予算の状況の説明

活動目標　　
（指標）　　　　　
及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

分散型店舗における消費電力エネルギー
マネジメントシステム実証対象件数

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 ８件 ８件

実　績 ８件 ８件

亜熱帯型省エネ住宅の実証住宅の選定数
目　標 10件 10件

実　績 15件 15件

太陽光発電導入量
目　標 1,384kW 1,384kW

実　績 1,380kW 1,380kW

達
成
状
況
説
明

年度当初に設定した各細事業における活動目標（指標）について、ほぼ計画通り達成した。

成果目標　　
（指標）　　　　　
及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
24年度 25年度 26年度

改造ＥＶバスによる運用実証台数
目　標 １台 ２台

実　績 １台 ２台

目標値
（○○年度）

クリーンエネルギー推定発電量
目　標 1.0×10

6
kWh/年 1.0×10

6
kWh/年

実　績 0.8×10
6
kWh/年 1.1×10

6
kWh/年

再生可能エネルギー導入容量
目　標 1,384kw 1,384kw

実　績

データの蓄積 データの蓄積

建築物の省エネルギー対策に向けたデー
タの蓄積

目　標 データの蓄積 データの蓄積

1,380kw 1,380kw

再生可能エネルギー導入に伴う系統安定
化対策に向けたデータの蓄積

目　標 データの蓄積 データの蓄積

実　績

進
捗
状
況
説
明

　再生可能エネルギー（太陽光発電設備）がほぼ計画通りに導入されたことにより、推定値を上回る量の発電実績が得られている。
　また、系統安定化対策に必要な太陽光発電設備の特性やパワーコンディショナを用いた出力制限の効果などに関するデータが蓄積さ
れている。
　さらに、建築された省エネ住宅による室内環境測定の実施により、ガイドライン策定に必要なデータの蓄積も行われている。

実　績 データの蓄積 データの蓄積



H25-No.121

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

本県の電力系統は他の地域と接続していない独立系統となっていることか
ら、太陽光や風力により発電される電力が系統に及ぼす影響が大きく、沖縄
本島では300kW以上の、宮古島、石垣島及び久米島では10kW未満の太陽
光発電設備がそれぞれ設置できない状況となっている

大規模な太陽光発電設備や風力発電設備による電力を蓄電池やパワーコン
ディショナなどの機器を用いて安定化する技術が確立されれば、再生可能エ
ネルギーの導入が拡大し、クリーンエネルギーの割合が増加する。

2,625,754 2,097,572 1,678,057 419,515 0 0

今後の取り組み方針

沖縄本島及び離島において発生している再生可能エネルギーの接続制限について、この課題を解決するため、引き続き本実証での検証を実施する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象　　　

事業費
交付対象外

経費
うち交付金

充当額
うち県負担金

うち市町村
負担金

その他

528,182

沖縄県

交付対象
事業費

2,097,572千円

亜熱帯型省エネ住宅およびエネルギーマネジメント
システムの実証にかかる委託業務

小規模離島における全エネルギー
再生可能エネルギー化可能性調査にかかる委託業務

宮古島市事業にかかる委託業務

委託料
1,133,169千円

（一財）南西地域産業活性化センター
41,685千円

ランドブレイン㈱

28,560千円

宮古島市

970,801千円

風力発電設備構築に関する設計

補助対象外経費
528,182千円

補助金
964,100千円

沖縄電力㈱
964,100千円

旅費
事務費
303千円

島しょ地域型電気自動車開発支援実証事業
にかかる委託業務

（一社）ものづくりネットワーク沖縄

72,404千円

㈱ピューズ
16,936千円

ＥＶバス実証運用事業にかかる委託業務

㈱ピューズ
2,783千円

ＥＶバス譲渡に伴う機器整備等にかかる委託業務

委託料
26,643千円

㈱沖縄エネテック
18,684千円

風力発電設備構築に関する工事監理
㈱沖縄エネテック

6,124千円

大保変電所連系工事関する工事監理
㈱沖縄エネテック

1,835千円

風力発電設備の構築
工事費

937,457千円
富士電機㈱
735,572千円

風力発電設備の基礎・外構工事
㈱沖電工

79,820千円

大保変電所における連系工事
㈱沖電工

28,167千円

大保変電所連系工事に関する

主要変圧器購入

㈱明電舎
3,553千円

大保変電所連系工事に関する

遠制装置購入

沖電企業㈱
1,066千円

大保変電所連系工事に関する
沖電企業㈱
5,905千円

22kV大宜味風力線（大保変電所部）

に関する工事

㈱沖電工
1,809千円

22kV大宜味風力線（国道331号部）

に関する工事

㈱沖電工

19,140千円

22kV大宜味風力線（架空部）

に関する工事

㈱沖電工
18,286千円

22kV大宜味風力線に関する
難燃防蟻ケーブル購入

㈲浦添電材

191千円

22kV大宜味風力線に関する
㈲浦添電材

2,480千円

22kV大宜味風力線に関する

終端接続部購入

㈲浦添電材

1,483千円

22kV大宜味風力線に関する

直線接続材購入
沖電企業㈱

397千円

22kV大宜味風力線に関する

電柱購入
沖縄テクノクリート㈱

17,200千円

22kV大宜味風力線に関する

絶縁電線購入
ﾌｧｰｽﾄﾗｲｼﾞﾝｸﾞﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱

7,076千円

22kV大宜味風力線に関する

地線購入
沖縄電機工業㈱

641千円

22kV大宜味風力線に関する

碍子購入
沖電企業㈱

8,199千円



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

支出先の選定は、公募または特殊事情による随意契約によ
り実施
予算規模等については事業内容に見合ったものと判断でき
る

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

22kV大宜味風力線に関する

ガス開閉装置購入
沖電企業㈱
1,641千円

22kV大宜味風力線に関する

避雷器購入
沖縄新エネ開発㈱

785千円

22kV大宜味風力線に関する

開閉装置購入
沖縄日下部産業㈱

821千円

22kV大宜味風力線に関する

電柱購入
沖縄テクノクリート㈱

580千円

22kV大宜味風力線に設置する

電力量計購入
東光電気ト㈱

2,645千円



H25-No.122

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

122 未利用資源・エネルギー活用促進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（３）－イ

クリーンエネルギーの推進

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ-11-(3)

事業内容

最大出力50キロワット相当の実証プラントにより、海洋深層水及び表層水を利用して連続して運転・発電させ、天候、気温、海水温の変化に伴う発
電量等を計測するとともに、安定した出力が得られるよう海洋温度差発電に係る技術に関する実証試験を行う。

県内における潮流発電、波力発電などの海洋再生可能エネルギーの利用可能性を調査するとともに、総合海洋政策本部が地方公共団体の申請
により設置するとしている海洋再生可能エネルギーの実証フィールドの設置可能性も併せて調査する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

産業政策課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 26

(c)増減額(b-a) 0 0 0

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 1,497,439 1,495,754 49,939

(b)予算現額 1,497,439

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

1,495,754 49,939

－ 1,495,754                 －

Ａ．計(b+d) 1,497,439 1,495,754 49,939

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 1,470 1,364,147                 36,442

Ｂ．執行済額 1,470 1,364,147                 45,553

執行率（％）(B/A) 0.1% 91.2% 91.2%

Ｃ．次年度繰越額 1,495,754 0 0

予算の状況の説明 稼働当初における動作調整のため施設の稼働率が落ちた事により需用費（光熱水費）が減額した。

活動目標　　
（指標）　　　　　
及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

海洋温度差発電実証プラントの連続運転

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 －
海洋温度差発電実証プラン

トの連続運転

実　績 － 連続運転を実施

海洋再生可能エネルギーの利用等可能性
調査

目　標 －
海洋再生エネルギーの利用
可能性調査

実　績 －
海洋再生エネルギーの利用
可能性調査

発電量計測
目　標 － 発電量計測12ヶ月

実　績 － 発電量計測12ヶ月

海洋再生可能エネルギー実証フィールドに
ついて総合海洋政策本部への申請

目　標 －
海洋再生可能エネルギー実
証フィールドの申請

実　績 －

実証プラントの連続運転（発電）
目　標 － 12か月

久米島町・石垣市を実証
フィールドとして申請

達
成
状
況
説
明

久米島町にある沖縄県海洋深層水研究所の敷地内に、出力100ｋＷ相当の海洋温度差発電実証試験設備を整備し、平成25年４月から海
洋温度差発電に必要となる技術の実証試験を行っている。

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度

実　績 － 12か月

25年度 26年度
目標値
（年度）

実　績 －
発電データ蓄積　

12ヶ月

海洋温度差発電技術の確立に向けたデータ
の蓄積

目　標 －
発電データ蓄積

12ヶ月

実　績 － 利用適地を選定

海洋再生可能エネルギーの利用適地の選
定

目　標 － 利用適地の選定

進
捗
状
況
説
明

将来の実用化に向けて、有効なデータの取得及び要素技術の確立に向けた実証試験を行っており、設備の構成要素（蒸発器、凝縮器等）
が基礎技術の実験・数値シミュレーション通りの性能を発揮することが可能か、また、これらの要素技術を組み合わせて、総合的に予測通り
の発電性能が発揮できるか、年間を通して検証を行っていく。

実　績 －
久米島町・石垣市を実
証フィールドとして申請

した

海洋再生可能エネルギー実証フィールドに
ついて総合海洋政策本部への申請

目　標 －
適地選定

フィールド申請

成果目標　　
（指標）　　　　　
及び進捗状況



H25-No.122

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・実証プラントが設置されている区域が、内閣官房総合海洋政策本部が地方
公共団体の申請により選定するとしている海洋再生可能エネルギーの実証
フィールドとして選定された場合、同フィールドの管理方法により事業の実施
のあり方を検討する必要がある。

・実証フィールドは、平成26年夏前に選定される予定である。

　実証プラントは、世界的にも実施例の少ない発電方法であるため安全性が確
認できないとして、電気事業法に基づく規制の適用を受ける自家発電設備とさ
れ、当初想定していた実証試験の実施が一部制限されている。海洋温度差発
電設備の大型化に向け、より効果的な実証試験を行うためには、当該規制の
緩和の方策、当該規制をクリアするような人的態勢の構築などを検討する必要
がある。

45,553 45,553 36,442 9,111 0 0

今後の取り組み方針

○　海洋再生可能エネルギーの実証フィールドの管理方法については、より少ない費用でより効果的な事業実施につながるよう調整を図る。
○　電気事業法に基づく規制の緩和に向けて、海洋温度差発電システムの安全性を実証するための事業実施に努める。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象　　　

事業費
交付対象外

経費
うち交付金

充当額
うち県負担金

うち市町村
負担金

その他

0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

契約相手方はいずれも企画提案方式で選定。予算規模、事
業内容ともに適正な規模であると判断できる。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

沖縄県

交付対象
事業費

45,553千円

海洋温度差発電実証試験にかかる委託業

務

委託料 38,527千円
ＩＨＩプラント建設・ゼネシス・横河
ソリューションサービス共同企業
体

16,928千円

旅費・需用費事務費 7,026千円

海洋再生可能エネルギー利用可能性等調
査業務いであ株式会社 21,599千円



H25-No.123

平成２５年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

123 離島地域エネルギー自給高度化支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ-11-(3)

事業内容
離島地域における自然エネルギー地産地消の循環型社会を目指すため、宮古島のバイオエタノール生産プラントを活用し、その生産過程で産出
される原料由来の有価物を高付加価値化する研究開発等の支援を行い、バイオ燃料製造に伴う複合的システムを確立する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

商工労働部　産業政策課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 26

(c)増減額(b-a) 0 － 0

27年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 14,400 － 34,200

(b)予算現額 14,400

　24年度 24年度(繰越) 25年度 26年度

－ 34,200

－ － －

Ａ．計(b+d) 14,400 － 34,200

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 6,449 － 23,377

Ｂ．執行済額 8,061 － 29,221

執行率（％）(B/A) 56.0% － 85.4%

Ｃ．次年度繰越額 0 － 0

予算の状況の説明 補助対象経費（事業費）の減のため

活動目標　　
（指標）　　　　　
及び達成状況

H25活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

①蒸留残渣液の高付加価値化

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 ―
・肥料調整、栽培試験3回
・飼料調整、投与試験2回

実　績 ―
・肥料調整、栽培試験4回
・飼料調整、投与試験1回

達
成
状
況
説
明

・肥料試作品を５種類作成し、16件の栽培試験を実施した。その結果、商品化に向け２件の商標登録を行った。
・飼料については乳酸菌製剤を作成し、草地施肥試験の依頼予定先である県畜産研究センターと調整を実施。" 
  
  
  

成果目標　　
（指標）　　　　　
及び進捗状況

H25成果目標（指標）
基準値

（　年度）
24年度 25年度 26年度

②残渣酵母の高付加価値化
目　標 ・肥料調整、栽培試験2回

実　績 ・肥料調整、栽培試験1回

目標値
（年度）

栽培試験、投与試験による効果の把握及
び効果的な配合割合の決定

目　標 ―
効果の把握及び
配合割合の決定

実　績 ―

各条件下による効
果を把握し、作物別
による配合割合を数
種決定した。

使用酵母、仕込み条件の決定
目　標 ― 条件の決定

進
捗
状
況
説
明

H24年度、H25年度の研究・試験で判別した結果をもとに、H26年度10月を目途に数種類の肥料の商品化予定。

実　績 ― 未決定



H25-No.123

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・蒸留残渣液はサトウキビや発酵由来の有機酸やアミノ酸、ミネラル等の家
畜の栄養を補助する有効成分が含まれていることが分析により確認できて
いるが、約90%が水分と液状のため、腐敗しやすく飼料として流通、活用しづ
らいという課題がある。

・蒸留残渣液を原料として乳酸菌を培養することにより、乳酸菌製剤を作成す
る。これにより流通や活用の面の課題を解決を図り、さらには免疫調整効果
やストレス抑制効果等の高付加価値を有した飼料添加剤としての活用を行
う。

36,932 29,221 23,377 5,844 0 0

今後の取り組み方針

・製造した乳酸菌製剤を用いて家畜への投与試験を実施し、その効果の確認及び安全性試験や保存性試験を併せて実施する。また、市場性の調査も行うことで
商品化が可能か検討する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象　　　

事業費
交付対象外

経費
うち交付金

充当額
うち県負担金

うち市町村
負担金

その他

7,711

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

本事業の補助対象事業者は、宮古島市が所有するバイオエ
タノール燃料実用化生産プランとの指定管理者であり、同プ
ラントを効率的に稼働、運用することができるため、妥当であ
ると考える。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

沖縄県

交付対象
事業費

29,221千円

日本アルコール産業（株）
29,221千円

（県負担金5,844千円含む）

補助金
29,221千円

交付対象外経費
7,711千円

バイオエタノール製造にお
ける蒸留残渣等を高付加
価値化するための研究開


